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防衛計画の大綱

中期防衛力整備計画

年 度 予 算

防衛力の在り方と保有すべき防衛力の水準を規定

５ヵ年間の経費の総額(の限度)と主要装備の整備数量を明示

情勢等を踏まえて精査の上、各年度毎に必要な経費を計上

予算となり、事業として具体化

いわば中期的なフロー示された防衛力の水準の達成

○ 各種防衛装備品の取得や自衛隊の運用体制の確立等は一朝一夕にはできず、長い年月を

要する。そのため、防衛力整備は、中長期的見通しに立って行うことが必要。

○ このため、政府として、昭和５２年度以降、防衛計画の大綱（「大綱」）を定めて我が国の安全

保障の基本方針や防衛力整備目標を示すとともに、昭和６０年度まではいわゆる「ＧＮＰ１％枠」

のもとで、昭和６１年度以降は５年間を対象とする中期防衛力整備計画（「中期防」）を策定し、

同計画に従って、それぞれ各年度の防衛力整備を実施。

○ 大綱及び中期防は、いずれも安全保障会議における審議・決定を経て、閣議決定される文書。

いわばストック

位置づけ・意義

防衛計画の大綱と中期防、年度予算の関係

大綱・中期防の位置付け
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大綱見直しに係る検討のプロセス（平成２２年）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

懇談会提言(8/27) ★

安保会議（防衛計画の大綱の見直し等に関する検討の進め方）(9/14) ●

★懇談会第１回(2/18) 

（参考）「平成22年度の防衛力整備等について」
⇒ 平成２１年１２月１７日安保会議・閣議決定

安保会議（新たな安全保障環境等）(10/1) ●

安保会議（我が国の安全保障の基本方針）(10/19) ●

安保会議（防衛力の役割等）(11/5) ●

安保会議（防衛生産・技術基盤等）(11/16) ●

安保会議（論点整理）(11/30) ●

安保会議（防衛計画の大綱①）(12/10) ●

安保会議（防衛計画の大綱②、中期防衛力整備計画）(12/14) ●

安保会議・閣議（防衛計画の大綱・中期防衛力整備計画決定）(12/17) ●

４

関係閣僚による協議

※民主党外交安全保障調査会（役員会７回、総会 ４回）



（「平成１７年度以降に係る防衛計画の大綱」の見直し等につ
いて）

１ 「平成１７年度以降に係る防衛計画の大綱」（平成１６年
１２月１０日安全保障会議決定・閣議決定。以下「現大
綱」という。）は、我が国の安全保障、防衛力の在り方等
についての指針を示すものであり、策定から５年後には、
その時点における安全保障環境、技術水準の動向等を勘案
し検討を行い、必要な修正を行うこととされている。かか
る現大綱の見直しについては、国家の安全保障にかかわる
重要課題であり、政権交代という歴史的転換を経て、新し
い政府として十分な検討を行う必要があることから、平成
２２年中に結論を得ることとする。その際には、国際情勢
のすう勢や我が国を取り巻く安全保障環境、我が国の防衛
力や自衛隊の現状等を分析、評価した上で、我が国の安全
保障の基本方針を策定するとともに、効果的な防衛力の効
率的な整備に向けて取り組むこととする。

また、「中期防衛力整備計画（平成１７年度～平成２１年
度）」（平成１６年１２月１０日安全保障会議決定・閣議
決定）は、現大綱に定める防衛力の水準を達成するための
中期的な整備計画、対象期間内の防衛関係費の総額の限度
等を定めるものであるが、次期の中期的な防衛力の整備計
画は、現大綱の見直しの結論を踏まえて策定することとす
る。

（平成２２年度の防衛予算の編成の準拠となる方針）
２ 現大綱の見直し等の結論は平成２３年度以降に反映

されることとなる中で、平成２２年度の防衛予算を編
成するに当たって、その準拠となる方針を別紙（注）
のとおり定め、平成２２年度の防衛予算と現大綱との
関係、中期的な防衛力の整備計画がない中で適切に防
衛力の整備を行うための方針等を明らかにすることと
する。

平成２２年度の防衛力整備等について（平成21年12月17日閣議決定）
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○ 我が国自身の努力
○ 同盟国との協力
○ 国際社会における多層的な安全保障協力

(1) 我が国に直接脅威が及ぶことを防止・排除、被害の最小化
(2) アジア太平洋地域の安全保障環境の一層の安定化とグローバルな安全保障環境の改善
(3) 世界の平和と安定及び人間の安全保障の確保への貢献

安全保障の目標

目標達成のためのアプローチ

○ 専守防衛、軍事大国とならない、文民統制、非核三原則、節度ある防衛力の整備
○ 国連平和維持活動、人道支援・災害救援、海賊対処などへの積極的な取組

防衛の基本方針の堅持 ＋ 国際平和協力活動へのより積極的取組

○ 核のない世界の実現へ向けて、核軍縮・不拡散の取組に積極的・能動的役割
○ 同時に、核兵器が存在する間は、核抑止を中心とする米国の拡大抑止は不可欠

－その信頼性維持・強化のため、米国と緊密に協力
－弾道ミサイル防衛や国民保護を含む我が国自身の取組により対応

核兵器の脅威への対応

アジア太平洋地域における協力

グローバルな協力

我が国の安全保障における基本理念

６



Ⅰ 策定の趣旨

Ⅱ 国際情勢

Ⅲ 我が国の安全保障と防衛力の役割
1.我が国の安全保障と防衛の基本方針
2.防衛力の在り方
3.日米安全保障体制
4.防衛力の役割
(1)我が国の防衛
(2)大規模災害等各種の事態への対応
(3)より安定した安全保障環境の構築への貢献

Ⅳ 我が国が保有すべき防衛力の内容
1.陸上、海上及び航空自衛隊の体制
(1)陸上自衛隊
(2)海上自衛隊
(3)航空自衛隊
2.各種の態勢
(1)侵略事態等に対応する態勢
(2)災害救援等の態勢
(3)国際平和協力業務等の実施の態勢
(4)警戒、情報及び指揮通信の態勢
(5)後方支援の態勢
(6)人事・教育訓練の態勢
3.防衛力の弾力性の確保

Ⅴ 防衛力の整備、維持及び運用における留
意事項
1.具体的な実施に際しての留意事項
(1)経済財政事情への配慮
(2)防衛施設の維持・整備
(3)装備品等の整備
(4)技術研究開発態勢
2.将来の見直し

Ⅰ 策定の趣旨

Ⅱ 我が国を取り巻く安全保障環境

Ⅲ 我が国の安全保障の基本方針
1 基本方針
2 我が国自身の努力
(1)基本的な考え方
(2)国としての統合的な対応
(3)我が国の防衛力
3 日米安全保障体制
4 国際社会との協力

Ⅳ 防衛力の在り方
1 防衛力の役割
(1)新たな脅威や多様な事態への実効的な対応
(2)本格的な侵略事態への備え
(3)国際的な安全保障環境の改善のための主体
的・積極的な取組

2 防衛力の基本的な事項
(1)統合運用の強化
(2)情報機能の強化
(3)科学技術の発展への対応
(4)人的資源の効果的な活用

Ⅴ 留意事項
1 （財政事情を勘案）
（装備品等の取得）
（防衛施設の維持・整備）

2 （防衛力の達成時期と見直し）

５１大綱（昭和51年10月29日） ０７大綱（平成7年11月28日）

一 目的及び趣旨

二 国際情勢

三 防衛の構想
1.侵略の未然防止
2.侵略対処

四 防衛の態勢
1.警戒のための態勢
2.間接侵略、不法行為等に対処する態勢
3.直接侵略事態に対処する態勢
4.指揮通信及び後方支援の態勢
5.教育訓練の態勢
6.災害救援等の態勢

五 陸上、海上、及び航空自衛隊の体制
1.陸上自衛隊
2.海上自衛隊
3.航空自衛隊

六 防衛力整備実施上の方針及び留意事項
1.隊員の充足・確保、士気高揚
2.防衛施設の維持・整備
3.装備品等の整備
4.技術研究開発態勢

１６大綱（平成１６年１２月１０日）

Ⅰ 策定の趣旨

Ⅱ 我が国の安全保障における基本理念

Ⅲ 我が国を取り巻く安全保障環境

Ⅳ 我が国の安全保障の基本方針
1 我が国自身の努力
(1)基本的考え方
(2)統合的かつ戦略的な取組
(3)我が国の防衛力－動的防衛力

2 同盟国との協力
3 国際社会における多層的な安全保障協力

(1)ｱｼﾞｱ太平洋地域における協力
(2)国際社会の一員としての協力

Ⅴ 防衛力の在り方
1 防衛力の役割
(1)実効的な抑止及び対処
(2)ｱｼﾞｱ太平洋地域の安全保障環境の一層の安定化
(3)ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙな安全保障環境の改善
2 自衛隊の態勢

(1)即応態勢
(2)統合運用態勢
(3)国際平和協力活動の態勢

3 自衛隊の体制
(1)基本的な考え方
(2)体制整備に当たっての重視事項
(3)各自衛隊の体制

Ⅵ 防衛力の能力発揮のための基盤
(1)人的資源の効果的な活用
(2)装備品等の運用基盤の充実
(3)装備品取得の一層の効率化
(4)防衛政策・技術基盤の維持・育成
(5)防衛装備品をめぐる国際的な環境変化に対する
方策の検討

(6)防衛施設と周辺地域との調和

Ⅶ 留意事項

新大綱（平成２２年１２月１７日）

大綱の構成（５１大綱・０７大綱・１６大綱・新大綱）
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●我が国の存立を脅かすような本格的な侵略事態が生起する可能性は低い
●我が国を取り巻く安全保障課題や不安定要因の多様化・複雑化・重層化

○ 一国で生じた混乱や安全保障上の問題の影響が直ちに世界に波及するリスクの高まり
○ グレーゾーンの紛争は増加傾向
○ グローバルなパワーバランスの変化

－ 中国・インド・ロシア等の国力の増大
－ 米国の影響力の相対的変化

○ 一国で対応することが極めて困難な問題
－ 大量破壊兵器や弾道ミサイルの拡散
－ 国際テロ組織・海賊行為等
－ 統治機構が弱体化した国家、破綻した国家の存在
－ 海洋、宇宙、サイバー空間の安定的利用に対するリスク
－ 気候変動の問題がもたらす影響

○ 国際社会での軍事力の役割は一層多様化

グローバルな安全保障環境

○ 国家間の協力関係が充実・強化、問題解決に向けた具体的協力が進展
○ 我が国周辺地域には、不透明・不確実な要素

－ 北朝鮮：核・ミサイル問題、朝鮮半島における軍事的な挑発活動等＝喫緊かつ重大な不安定要因
－ 中 国：軍事力の近代化、周辺海域における活動の拡大・活発化等＝地域・国際社会の懸念事項
－ ロシア：軍事活動は引き続き活発化の傾向

○ 米国は、同盟国（日韓豪等）・パートナー国との協力を一層重視、二国間・多国間の枠組強化

アジア太平洋地域

我が国を取り巻く安全保障環境

８



西沙問題

竹島問題

沖ノ鳥島

尖閣諸島

原潜潜没航行事案（04年11月）

わが国のシーレーン

グアム島

南沙問題

J-10

キロ級潜水艦

DF-31大陸間弾道ミサイル

中国ハン級原子力潜水艦

わが国上空を超えるミサイルの発射（09年4月）
核実験実施の発表（06年10月、09年5月）

露Tu-95が伊豆諸島沖を領空侵犯
（08年2月 ）

ソブレメンヌイ級駆逐艦等４隻が中国
海軍戦闘艦艇として初めて津軽海峡を
通過し、わが国を周回（08年10月）

沖縄近海と伝えられる国際水域で、
中国ソン級潜水艦が米空母キティホーク
近傍に浮上（06年10月）

キロ級潜水艦、ソブレメンヌイ級駆逐艦等
中国艦艇10隻が沖縄本島と宮古島の間
を抜けて太平洋に進出。海自護衛艦に対
して中国艦載ヘリが近接飛行（10年4月）

韓国海軍哨戒艦「天安」
沈没事件（10年３月）

⑧極東ロシア軍による
活動の活発化

①北朝鮮による核実験、弾道ミサイル能力の増強

⑤中国海軍による遠方海域
での作戦遂行能力の向上

⑥中国による海洋調査（台湾
問題への対処以外の任務の
ための能力の獲得）

朝鮮労働党代表者会で、金正恩氏が
党の役職に公式に就任（10年9月）

⑦中台軍事バランスの
変化（中国側に有利に）

②朝鮮半島の緊張の高まり

中国国防費の増大
2,100億元 （04年）

→5,191億元 （10年）

④中国の軍事力
の更なる近代化

③北朝鮮の権力構造の変化

大規模演習「ボストーク2010」を
実施（10年6月～7月）

北方領土問題 メドヴェージェフ露大統領、
国後島訪問 （10年11月）

複数の中国H-6爆撃機が、日中
中間線付近まで進出（07年9月）

樫（天外天）ガス田付近を航行す
る中国ソブレメンヌイ級駆逐艦
（05年9月）

中国公船２隻が尖閣諸島周辺
の我が国領海に侵入
（08年12月）

尖閣諸島における、海保巡視船
と中国漁船の衝突事案
（10年9月）

⑤中国の海洋活動
活発化

北朝鮮による韓国延坪
島砲撃事件（10年11月）

９

我が国周辺の安全保障環境(2004年以降)



我が国の安全保障の基本方針 －我が国自身の努力－

○ 情報収集・分析能力、情報保全体制の強化(宇宙開発利用、サイバー攻撃対処）

○ 迅速・的確な意思決定による政府一体としての対応（関係機関の連携）
－政府の意思決定及び対処に係る機能・体制を検証（シミュレーション、総合的な訓練・演習）
－法的側面を含めた必要な対応について検討

○ 安全保障に関する内閣の組織・機能・体制等を検証した上で、官邸に政策調整と総理への助言等を

行う組織を設置

○ 各種災害への対応や国民保護のための国と地方公共団体等の緊密な連携

○ 国際平和協力活動により効率的・効果的に対応
－活動の実態を踏まえ、PKO参加五原則等参加の在り方を検討

○ 安全保障・防衛問題に関する国民の理解促進、対外情報発信強化

○ 防衛力の存在自体による抑止効果を重視した、従来の「基盤的防衛力構想」によることなく、
「動的防衛力」を構築

○ 適切な規模の防衛力を着実に整備

○ 装備・人員・編成・配置等の抜本的見直し

○ 真に必要な機能に資源を選択的に集中し、防衛力の構造的な変革を図る。

○ 人事制度の抜本的見直しを図る

○ 平素から国として総力を挙げて取り組む。事態の推移に応じてシームレスに対応

基本的考え方

統合的かつ戦略的な取組

10

我が国の防衛力



我が国の防衛力－動的防衛力

◆軍事情勢は複雑さを増大

・未解決の問題の存在（例：朝鮮半島、
台湾海峡）

・軍事力近代化に加え、活動も活発化

◆関係国と協力して対応する必要

・ 中・印・露の国力増大に伴う変化

・ 特に非伝統的安保分野での具体的協力
の進展

◆各国が平素から協力して取り組むことが
不可欠

・複数の問題が絡み合いながら、国境を
越えた問題に発展

我が国周辺
アジア太平洋地域 グローバル

「 動 的 防 衛 力 」

「運用」に着眼した防衛力の在り方
「装備の質・量」

＋「自衛隊の活動」

＝ より大きな効果

存在による抑止を重視
した従来の「基盤的防衛

力構想」によらず

各種事態への迅速かつ
シームレスな対応

平素の活動の常時継続的
かつ戦略的な実施

諸外国との協調的活動の
多層的な推進

実効的な抑止及び対処
アジア太平洋地域の

安全保障環境の一層の安定化
グローバルな安全保障環境の改善

・常時継続的な情報収集・警戒監視・偵察活動
・各種事態への迅速かつシームレスな対応
・不確実な将来情勢変化への必要最小限の備え

・防衛協力・交流、共同訓練・演習
・非伝統的安保分野での実際的協力
・域内協力枠組の構築・強化、能力構築支援 等

・国際平和協力活動への取組
・軍備管理・軍縮や不拡散等、能力構築支援
・国際テロ対策、海上交通の安全確保 等

「平時/有事」二分論 ⇒ 「ｸﾞﾚｰｿﾞｰﾝの紛争」

情
報
能
力 即

応
性

多
目
的
性

技
術
力

柔
軟
性

機
動
性

持
続
性

ハード中心 ⇒ ソフトも重視

我が国防衛中心 ⇒ 海外活動常態化

優先順位の明確化：①各種活動に活
用可、②非対称的な対応能力保有、③
非代替的な機能（⇔本格侵略への備え
は必要最小限な範囲に限定）

質の高い防衛力：新装備導入＋既存
装備の延命・能力向上

取得改革推進：部隊の運用水準向上

人事制度の抜本的見直し：人員の精
強性向上等
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防衛力の役割

日米防衛協力の強化

－相互運用性の向上

－シームレスな連携・協力態勢の強化

－平素の共同活動の活発化



○ アジア太平洋地域における二国間・多国間の安全保障協力のネットワーク化
－韓国・豪州、ASEAN諸国、インド等との安全保障協力を強化
－中国、ロシアとの信頼・協力関係の強化
－中国が国際社会において責任ある行動を取るよう積極的に関与

○ グローバルな安全保障課題
－外交活動と一体となった、国際平和協力活動への積極的な取組
－ODAの戦略的・効果的な活用など、外交活動の積極的な推進
－EU、NATO、欧州諸国とも協力関係を強化
－海洋、宇宙、サイバー空間の安定利用といった国際公共財の維持・強化への積極的な取組
－大量破壊兵器・ミサイル等の軍縮及び拡散防止への積極的な取組
－大規模災害・パンデミックに際しての人道支援・災害救援への積極的な取組

○ 日米同盟の深化・発展
－戦略的な対話等に継続的に取組
－新たな協力（宇宙、サイバー空間における対応、海上交通の安全確保、気候変動等）の推進
－日米協力の充実を図るための措置を検討（地域における不測の事態に対する米軍の抑止・
対処力強化）

－平素からの各種協力（共同訓練、施設の共同使用等）の強化

○ 米軍の抑止力を維持しつつ、地元の負担を軽減するための措置の着実な実施

○ HNSをはじめとする在日米軍の円滑・効果的な駐留の取組の推進

同盟国との協力

国際社会における多層的な安全保障協力

我が国の安全保障の基本方針
－同盟国との協力、国際社会における多層的な安全保障協力－
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・同盟国・友好国
との緊密な連携

・多国間の安全保障
協力の推進

各種課題に対する
実際的な協力関係
の構築

同盟等の
ネットワーク化

安全保障環境の一層の安定化

日米豪

日米韓

ASEAN

日米豪三ヶ国防衛相会談

日米豪安保・防衛協力会
合

日米韓三ヶ国防衛相会
談

日米韓防衛実務者協議
日米韓Ｊ５戦略協議ＮＡＴＯ

防衛協力の推進・同盟等のネットワーク化

13

ブルネイ、カンボジア、インドネシア、
ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィ
リピン、シンガポール、タイ、ベトナ
ム



防衛力の在り方 －自衛隊の態勢－

防衛力の役割を実効的に果たし得るよう、以下の態勢を保持

○ 部隊等の即応性を高め、これを適切かつ効率的に配置
○ 基地機能の抗たん性や燃料・弾薬（訓練弾を含む）を確保し、維持整備に万全を期す

即応態勢

○ 迅速かつ効果的な対処に必要な情報収集態勢を保持
○ 衛星通信を含む高度な情報通信ネットワークを活用した指揮統制機能、情報共有態

勢、サイバー攻撃対処態勢を保持

統合運用態勢

○ 多様な任務、迅速な派遣、長期の活動にも対応し得る能力、態勢等の充実

国際平和協力活動の態勢
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防衛力の在り方 －自衛隊の体制①（基本的な考え方）－

不確実な将来情勢の変化に対応するための最小限の専門的知見や技能の維持に必要な範囲で保持

・各種の活動に活用し得る機能
・非対称的な対応能力を有する機能
・非代替的な機能

・冷戦型の装備・編成の縮減
・部隊の地理的配置・各自衛隊の運用の適切な見直し

優先的に整備すべき機能

安全保障環境の変化に応じ、前例にとらわれず、縦割りを排除し、総合的な見地から思い切った見直しを実施

本格的な侵略事態への備え

統合運用の推進、日米共同による対処態勢構築の推進等の観点から、指揮・管理機能の効率化にも留意しつ
つ、総合的に検討

陸自作戦基本部隊・方面隊の在り方

各自衛隊に係る予算配分

・南西地域を含む、防衛態勢の充実
－警戒監視
－洋上哨戒
－防空
－弾道ミサイル対処
－輸送
－指揮通信等
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防衛力の在り方 －自衛隊の体制②（重視事項）－

○ 統合の強化
－統幕の機能強化を始め、統合運用基盤（指揮統制、情報収集、教育訓練等）を強化
－各自衛隊に横断的な機能（輸送、衛生、高射、救難、調達・補給・整備等）の整理、共同部隊化、集約・拠点化

○ 島嶼部における対応能力の強化（自衛隊配備の空白地域となっている島嶼部）

－必要最小限の部隊を新たに配置
－活動の拠点、機動力、輸送能力及び実効的な対処能力の整備

○ 国際平和協力活動への対応能力の強化
－各種装備品等の改修、海上及び航空輸送能力の整備、後方支援態勢の強化
－施設・衛生等の機能や教育訓練体制の充実

○ 情報機能の強化
－宇宙分野を含む技術動向等を踏まえた多様な情報収集能力の強化
－情報本部等の総合的な分析・評価能力等の強化
－情報・運用・政策の各部門を通じた情報共有体制の整備
－遠隔地での活動に対する情報支援体制の整備
－関係国との情報協力・交流の拡大・強化への取組

○ 科学技術の発展への対応
－技術革新の成果を防衛力に的確に反映
－高度な指揮通信システムや情報通信ネットワークの整備。サイバー攻撃対処を統合的に実施す
る体制の整備

○ 効率的・効果的な防衛力整備
－事業の優先順位を明確にした選択と集中

体制整備に当たっての重視事項
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○ 航空警戒管制部隊の保持（周辺空域の警戒監視、弾道ミサイル探知・追尾等）
○ 戦闘機とその支援機能が一体となって我が国の防空等を総合的な態勢で行うための部隊の保持
－能力の高い新戦闘機を保有する戦闘機部隊の保持
－航空偵察部隊、航空輸送部隊、空中給油・輸送部隊の保持

○ 地対空誘導弾部隊の保持（重要地域の防空、弾道ミサイル防衛）

○ 高い機動力と警戒監視能力、各地に迅速に展開可能、多様な任務を効果的に遂行
○ これらの能力を有する部隊を地域の特性に応じて適切に配置

－配備の空白地域となっている島嶼部の防衛も重視。部隊編成・人的構成の見直し、効率化・合理化の徹底

○ 専門的機能（航空輸送、特殊作戦、国際平和協力等）を備えた機動運用部隊の保持
○ 地対空誘導弾部隊の保持（作戦部隊や重要地域の防空）

陸上自衛隊

○ 機動運用の護衛艦部隊及び艦載回転翼哨戒機部隊の保持（周辺海域防衛、海上交通安全確保等）
－イージス・システム搭載護衛艦の保持（弾道ミサイル防衛）

○ 増強された潜水艦部隊の保持（平素からの情報収集・警戒監視、周辺海域の哨戒）
○ 固定翼哨戒機部隊の保持（平素からの情報収集・警戒監視、周辺海域の哨戒）
○ 掃海部隊の保持（周辺海域の掃海）

海上自衛隊

航空自衛隊

防衛力の在り方 －自衛隊の体制③（各自衛隊の体制)－
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主要な編成、装備等の具体的規模は、別表のとおりとする。



区分 ５１大綱 ０７大綱 １６大綱 新大綱

陸
上
自
衛
隊

編成定数
常備自衛官定員
即応予備自衛官員数

１８万人 １６万人
１４万５千人
１万５千人

１５万５千人
１４万８千人

７千人

１５万４千人
１４万７千人

７千人

基幹部隊 平素（平時）地域配備する部隊 １２個師団

２個混成団

８個師団
６個旅団

８個師団
６個旅団

８個師団
６個旅団

機動運用部隊 １個機甲師団
１個特科団
１個空挺団
１個教導団

１個ヘリコプター団

１個機甲師団

１個空挺団

１個ヘリコプター団

１個機甲師団

中央即応集団

中央即応集団

１個機甲師団

地対空誘導弾部隊 ８個高射特科群 ８個高射特科群 ８個高射特科群 ７個高射特科群/連隊

主要装備 戦車
火砲（主要特科装備）

（注3）(約1,200両) 
（注3）(約1,000門/両)

約900両
(約900門/両)

約600両
(約600門/両)

約400両
約400門/両

海
上
自
衛
隊

基幹部隊 護衛艦部隊

機動運用
地域配備

潜水艦部隊
掃海部隊
哨戒機部隊

４個護衛隊群
（地方隊）１０個隊

６個隊
２個掃海隊群

（陸上）１６個隊

４個護衛隊群
（地方隊）７個隊

６個隊
１個掃海隊群

（陸上）１３個隊

４個護衛隊群（８個隊）
５個隊
４個隊

１個掃海隊群
９個隊

４個護衛隊群（８個護衛隊）
４個護衛隊

６個潜水隊
１個掃海隊群
９個航空隊

主要装備 護衛艦
潜水艦
作戦用航空機

約６０隻
１６隻

約２２０機

約５０隻
１６隻

約１７０機

４７隻
１６隻

約１５０機

４８隻
２２隻

約１５０機

航
空
自
衛
隊

基幹部隊

航空警戒管制部隊 ２８個警戒群

１個飛行隊

８個警戒群
２０個警戒隊
１個飛行隊

８個警戒群
２０個警戒隊

１個警戒航空隊（２個飛行隊）

４個警戒群
２４個警戒隊

１個警戒航空隊（２個飛行隊）

戦闘機部隊
要撃戦闘機部隊
支援戦闘機部隊

１０個飛行隊
３個飛行隊

９個飛行隊
３個飛行隊

１２個飛行隊 １２個飛行隊

航空偵察部隊 １個飛行隊 １個飛行隊 １個飛行隊 １個飛行隊

航空輸送部隊
空中給油・輸送部隊

３個飛行隊 ３個飛行隊 ３個飛行隊
１個飛行隊

３個飛行隊
１個飛行隊

地対空誘導弾部隊 ６個高射群 ６個高射群 ６個高射群 ６個高射群

主要装備 作戦用航空機
うち戦闘機

約４３０機
（注3）（約３５０機）

約４００機
約３００機

約３５０機
約２６０機

約３４０機
約２６０機

弾道ミサイル防
衛にも使用し得
る主要装備・基
幹部隊（注１）

イージス・システム搭載護衛艦 ４隻 （注２） ６隻

航空警戒管制部隊

地対空誘導弾部隊

７個警戒群
４個警戒隊
３個高射群

１１個警戒群/隊

６個高射群

（注１）「弾道ミサイル防衛にも使用し得る主要装備・基幹部隊」は海上自衛隊の主要装備又は航空自衛隊の基幹部隊の内数。

（注２）弾道ミサイル防衛機能を備えたイージス・システム搭載護衛艦については、弾道ミサイル防衛関連技術の進展、財政事情等を踏まえ、別途定める場合には、上記の護衛艦
隻数の範囲内で、追加的な整備を行い得るものとする。
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大綱別表の推移

（注３）５１大綱別表に記載はないものの、０７以降の大綱別表との比較上記載。



○ 人的資源の効果的な活用
－高い士気と厳正な規律の保持
－自衛隊全体の人員規模及び人員構成を適切に管理し、精強性を確保

・階級及び年齢構成の在り方の見直し
・第一線部隊等へ若年隊員を優先的に充当。その他の職務には最適化された給与等の処遇を適用
・民間活力の一層の有効活用等による後方業務の効率化
・社会における退職自衛官の有効活用（再就職支援、礼遇等）、早期退職制度等の導入等

○ 装備品等の運用基盤の充実（効率的な維持整備、高い可動率の維持等）

○ 装備品取得の一層の効率化（契約に係る制度全般の改善、効率的な調達方式の一層の採用等）

○ 防衛生産・技術基盤の維持・育成（安定的かつ中長期的な防衛力の維持整備のための戦略の策定等）

○ 防衛装備品をめぐる国際的な環境変化に対する方策の検討
－平和貢献、国際協力
－国際共同開発・生産

○ 防衛施設と周辺地域との調和

防衛力の能力発揮のための基盤

○ この大綱に定める防衛力の在り方は、おおむね１０年後までを念頭に置き、防衛力の変革を図るもの
○ 情勢に重要な変化が生じた場合には、検討を行い、必要な修正
○ 計画的な移行管理と事後検証、あるべき防衛力の姿について不断に検討

留意事項

防衛力の能力発揮のための基盤、留意事項
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中期防衛力整備計画について
（平成２３年度～平成２７年度）
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防衛大綱に従い、動的防衛力を構築するため、以下を計画の基本として、防衛力の整備を効果的かつ効率的に実施

Ⅰ 計画の方針

実効的な抑止及び対処、アジア太平洋地域・グローバルな安全保障環境の安定化のための各種の活動を迅速かつシームレスに実施でき
るよう、統合の強化、島嶼部における対応能力強化、国際平和協力活動への対応能力強化等を重視。

①

各種の活動に活用し得る機能、非対称的な対応能力を有する機能及び非代替的な機能を優先整備。本格的な侵略事態への備えは、最小
限の専門的知見や技能の維持に必要な範囲に限り保持。

②

能力の高い新装備の導入と既存装備の延命・能力向上を組合せ、質の高い防衛力を効率的に整備。③

防衛力の能力発揮の基盤を効果的に整備するため、人事制度の抜本的見直しにより、人件費の抑制・効率化、若年化による精強性の向上
等を推進。装備品等の取得改革をより一層推進し、部隊の運用水準を向上。

④

日米同盟の深化・発展のため、日米安全保障体制の強化のための施策を推進。⑤

厳しさを増す財政事情を勘案し、一層の効率化・合理化を図り、経費を抑制。その際、予算配分の思い切った見直しを行うとともに、真に必
要な機能に資源を選択的に集中して防衛力の構造的な変革を図る。

⑥

Ⅱ 基幹部隊の見直し

・ 戦車・火砲の縮減、師団

等の改編による即応性・機

動性の向上

・ 南西地域の島嶼部への

部隊配置

陸上自衛隊

・ 護衛艦部隊（地域配備）

の機動運用化

・ 潜水艦増勢に向けた措置

・ 那覇基地の２個飛行隊化

・ 横田基地の新設（航空総

隊司令部等の移転）

・ 常備自衛官全体
２４万６千人程度（２２年度末から２千人程度削減）

・ 陸自
編成定数１５万７千人程度
（常備１５万人程度、即応予備７千人程度）

・ 海自・空自
平成２２年度末の水準をめど

海上自衛隊 航空自衛隊 計画期間末の自衛官の定数等

新中期防衛力整備計画について
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Ⅲ 自衛隊の能力等に関する主要事業

１．実効的な抑止及び対処

周辺海空域の安全確保、島嶼部に対する攻撃、サイバー攻撃、ゲリラや特殊部隊による攻撃、弾道ミサイル攻撃、複合事態、大規模・特殊災害等への対
応
→護衛艦・潜水艦・固定翼哨戒機・新戦闘機の整備、イージス艦・ペトリオット能力向上、迎撃ミサイル日米共同開発 等

２．アジア太平洋地域の安全保障環境の一層の安定化

二国間・多国間の防衛協力・交流、能力構築支援 等

３．グローバルな安全保障環境の改善

国際平和協力活動への積極的取組、能力構築支援 等

４．体制整備に当たっての重視事項

統合の強化、国際平和協力活動への対応能力の強化、情報機能の強化、科学技術の発展への対応、衛生機能の強化

→島嶼部攻撃等に際し各自衛隊が一体となって有機的に対処し得る体制の整備、ヘリコプター搭載護衛艦・新輸送機の整備

５．防衛力の能力発揮のための基盤

人材の確保・育成、人事制度改革、後方業務の合理化・効率化、防衛生産・技術基盤の維持・育成、防衛装備品を巡る国際的な環境変化に対する方策の
検討、取得改革の推進、装備品等の運用基盤充実、関係機関や地域社会との協力の推進

Ⅳ 日米安全保障体制の強化のための施策

Ⅴ 整備規模

Ⅵ 所要経費

戦略的な対話及び政策調整、日米防衛協力の強化、在日米軍の駐留をより円滑かつ効果的にするための取組 等

主要装備の具体的整備規模：別表に記載

① 計画実施に必要な防衛関係費総額の限度は、下記③を含め２３兆４千９百億円（平均伸率０．１％）
② 各年度の予算編成に際しては、２３兆３千９百億円の枠内で決定（平均伸率０．０％）
③ 予見し難い事象への対応等特に必要と認める場合には、安保会議の承認を得て、②の他、１千億円を限度として措置

新中期防衛力整備計画について
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（単位：億円）

２３中期防 （参考）

平成２２年度水準
（平成２２年度予算×５）

（平成23年度～平成27年度）

[平成22年度価格]

防衛関係費の総額 234,900 234,128

[平均伸率] [ 0.1% ]

注）将来における予見し難い事象への対応、地域及びグローバルな安全保障課題への対応等特に必要があると認める場合にあっては、安全保障会
議の承認を得て措置することができる経費として、23中期防においては、防衛関係費の総額の内数として1,000億円（限度額）が計上されている。

なお、各年度の予算の編成に際しては、国の他の諸施策との調和を図りつつ、一層の効率化、合理化に努め、おおむね23兆3,900億円程度の
枠内で決定するものとしている。

経 費 の 概 要

（ 調整枠（1,000億）を含む ）
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区 分 種 類 整備規模

陸上自衛隊

戦車
火砲（迫撃砲を除く。）
装甲車
地対艦誘導弾
戦闘ヘリコプター（ＡＨ－６４Ｄ）
輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）
中距離地対空誘導弾

６８両
３２両
７５両
１８両

３機
５機

４個中隊

海上自衛隊

イージス・システム搭載護衛艦の能力向上
護衛艦
潜水艦
その他
自衛艦建造計
（トン数）
固定翼哨戒機（Ｐ－１）
哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）
掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨ－１０１）

２隻
３隻
５隻
５隻

１３隻
（約５．１万トン）

１０機
２６機

５機

航空自衛隊

地対空誘導弾ペトリオットの能力向上
戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修
新戦闘機
新輸送機

１個高射隊
１６機
１２機
１０機

（別 表）

新中期防衛力整備計画について
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与那国島
西表島

石垣島

宮古島

久米島
沖縄島

尖閣諸島
奄美大島

奄美基地分遣隊

奄美通信隊

沖縄島
第１５旅団
第５航空群

久米島
第５４警戒隊

宮古島

第５３警戒隊

沖永良部島

第５５警戒隊

南西航空混成団

沖永良部島

奄美大島

凡 例

陸自駐屯地

海自基地

空自基地

レーダーサイト

米軍基地

陸自部隊配置無

（参考） 与那国島～沖縄島間の距離は、東京～岡山間に相当

第４６掃海隊

日中中間線

＃＃

＃

＃

＃

中国ガス田

下甑島
南西諸島における部隊配置

０ ２００ km

第83航空隊

第５６警戒群
第５高射群

(参考）同縮尺の本州

勝連分屯地

知念分屯地

南与座分屯地

那覇
基地

八重瀬分屯地
与座岳分屯基地

白川分屯地

那覇駐屯地

陸

第15旅団(那覇)
第323高射中隊（白川）
第324高射中隊（勝連）
第325高射中隊（知念）
第6高射特科群（八重瀬）
第326高射中隊（南与座）

海

空

南西航空混成団（那覇）
第83航空隊（那覇）
第56警戒群（与座岳）
第18高射隊（知念）
第19高射隊（恩納）

沖縄島

那覇港湾施設

普天間飛行場

キャンプ桑江

嘉手納
飛行場

キャンプ瑞慶覧

牧港補給施設

トリイ通信施設

キャンプコートニー

沖縄基地隊

恩納分屯基地

知念分屯基地

第５航空群（那覇）

第46掃海隊（勝連）

約600km

約700km
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周辺海空域の安全確保

● 潜水艦増勢による情報収集・警戒監視／哨戒態勢の強化（延命による増勢）

● 地域配備護衛艦の機動運用化（南西方面に柔軟に運用）

● 南西方面における護衛艦・潜水艦の活動基盤の強化（沖縄（勝連）における貯油タンクの拡大整備）

● Ｐ－１の導入による監視態勢の強化

● 南西地域の旧式固定式３次元レーダーの新型固定式３次元レーダーへの更新（宮古島、沖永良部島等）

情報収集・警戒監視体制の整備等

● 南西地域の島嶼部に陸上自衛隊の沿岸監視部隊を配置

● 南西地域の島嶼部に陸自初動対処部隊の新編事業着手

● 南西地域における移動警戒レーダーの増勢（美保基地からの移設。那覇基地２→３個）

● 早期警戒機（Ｅ－２Ｃ）を那覇基地に常時継続的に運用し得るための整備基盤を整備

迅速な展開・対応能力の向上

● 即応性、航空輸送力等を一層向上させるため、１個旅団（第１５旅団）を改編

● 島嶼部への迅速な部隊展開に向けた機動展開訓練の実施

● 現有の輸送機（Ｃ－１）の後継機として新たな輸送機（Ｃ－２（仮称））の導入

防空能力の向上

● １個高射隊特科群を廃止し、旅団内に高射特科連隊を新設

● 那覇基地における戦闘機部隊を１個飛行隊から２個飛行隊に改編

● 沖縄へのＰＡＣ－３の配備と沖縄所在のＰＡＣ－２のバージョンアップ（Config.３化）

南西地域の体制について①
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０ ２００ km

＃

＃

＃

＃
＃

与那国島

西表島
石垣島

宮古島

久米島

沖縄島

沖永良部島

奄美大島

尖閣諸島

凡 例

陸自駐屯地

海自基地

空自基地

レーダーサイト

米軍基地

○ 沿岸監視部隊を配置
○ 初動対処部隊の新編事業着手

【陸自】情報収集・警戒監視体制の整備

○ 潜水艦の増勢のための延命
○ 地域配備護衛艦の機動運用化
○ 護衛艦・潜水艦の活動基盤の強化
○ Ｐ－１導入による監視態勢の強化

【海自】周辺海空域の安全確保

○ 旧式固定式３次元レーダーの新型固定式３次元
レーダーへの更新

【空自】周辺海空域の安全確保

○ 移動警戒レーダーの増勢
○ 早期警戒機（Ｅ－２Ｃ）を那覇基地に常時継続的に運用し得るための整備基盤を整備

情報収集・警戒監視体制の整備

○ 現有の輸送機（Ｃ－１）の後継機として新たな輸送機（Ｃ－２（仮称））の導入

迅速な展開・対処能力の向上

○ 戦闘機部隊を１個飛行隊から２個飛行隊に改編
○ ＰＡＣ－３の配備と沖縄所在のＰＡＣ－２のバージョンアップ（Config.3化）

防空能力の向上

空自

○ 即応性、航空輸送力等を一層向上させるため、1個旅団（第１５旅団）を改編
○ 島嶼部への迅速な部隊展開に向けた機動展開訓練の実施

迅速な展開・対処能力の向上

○ １個高射特科群を廃止し、旅団内に高射特科連隊を新設

防空能力の向上

陸自

南西地域の体制について②
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動的防衛力の強化に資するため、島嶼部への攻撃に対する対応や周辺海空域の安全確保、さ
らに各種の事態が複合して発生した場合への対応においても、各自衛隊が一体となって有機的に
対処し、国民の安全を確保できる態勢を構築

具体的な検討項目

緊急展開能力
の向上

・ 統合的な観点から、各自衛隊における機動力、
輸送能力､実効的対処能力の向上や、部隊の在
り方について検討

・ 統幕の機能強化をはじめとする指揮統制機能
の向上についても検討

・ 各自衛隊に横断的な機能の整理等

○機動展開体制
○統合通信・サイバー攻撃対処
○指揮統制・機能・基本部隊
○警戒監視・無人機
○防空態勢・高射部隊の体制
○事態演習・訓練・統合教育
○統合輸送・統合衛生
など

統合による機能強化と部隊等の在り方の検討
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体制の合理化

・ 部隊の編成及び人的構成を見直し、効率化・合理化を徹底しながら、高い機動力や警戒監視能力を備え、各地に迅速に展
開することが可能な部隊を配置。

・ 戦車や火砲などの重い装備は削減。戦車については大量減勢に対応し、小型・軽量化、機動力向上、ネットワークによる戦
闘能力の強化を図った１０式戦車を継続配備。（２２年度末の戦車は約７９０両であり、新中期防期間中に約１９０両が減勢する
見込みの中で１０式を約７０両を整備）

編成定数

編成定数

常備自衛官定員

即応予備自衛官員数

１５万５千人

１４万８千人

７千人

編成定数

編成定数

常備自衛官定員

即応予備自衛官員数

１５万４千人

１４万７千人

７千人

戦車・火砲

戦車

主要特科装備

約６００両

約６００門／両

戦車・火砲

戦車

火砲

約４００両

約４００門／両

１６大綱 新大綱

南西地域における体制の充実

・ 沖縄本島より西には陸上自衛隊部隊の配備がなく、防衛上一種の空白地域。

・ 平素からの情報収集・警戒監視及び事態発生時の迅速な対処に必要な体制を整備するため、南西地域の島嶼部に、沿岸監
視部隊を新編・配置するとともに、初動を担任する部隊を新編するための事業に着手。

※沿岸監視部隊： 沿岸から、付近を航行する船舶や航空機等の情報を収集。なお離島にあっては災害時の支援も実施。

※初動を担任する部隊： 事態発生時に、状況を偵察し、重要施設を防護するほか、災害時に即応するなどの任務に従事。

※ 平成２２年度末の陸上自衛隊編成定数は約１６万人（常備自衛官は１５万２千人）であり、新大綱に沿って、今後概ね１０年間で定数６千人を削減していくこととなる。

※ 新大綱では、地対艦誘導弾（ＳＳＭ）については、主要特科装備として算

定せず。その整備については別途中期防において明示。

陸上自衛隊の新体制及び新中期防における事業について

※ 新中期防計画期間末の陸上自衛隊編成定数は約１５万７千人程度（常備自衛官は約１５万人程度）である。
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南西地域等における情報収集・警戒監視活動に重点を置きつ
つ、対潜戦をはじめとする各種作戦を効果的に遂行し、周辺
海域の防衛や海上交通の安全を確保し得るよう、以下の事業
を推進

護衛艦（１６大綱：４７隻→新大綱：４８隻）

• ヘリコプター搭載護衛艦（DDH）、汎用護衛艦（DD）の整備
（DDH、DD合せて３隻）

• 地域配備護衛艦を機動運用化
（南西方面における活動や国際平和協力活動等に柔軟に運用）
（５個護衛隊→４個護衛隊）

潜水艦（１６大綱：１６隻→新大綱：２２隻）

• 潜水艦の整備（５隻）

• 潜水艦増勢のため、既存の潜水艦の延命や要員養成等を実施

哨戒機

• 固定翼哨戒機（Ｐ－１）の整備（１０機）

• Ｐ－１の運用開始（警戒監視エリアを拡大し、監視空白エリアに対処）

• 哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）の整備（２６機）

その他主要事業

• 掃海艦艇（４隻）、掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨ－１０１）の整備（５機）

• 既存の護衛艦、固定翼哨戒機（Ｐ－３Ｃ）、哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｊ）、補給
艦等の延命を実施

潜水艦に対する監視

艦艇に対する
監視

艦艇に対する監視

海域に対
する監視

海域に対する監視

海域に対
する監視

海域に対
する監視

我が国周辺海域

における訓練

海賊対処
海賊対処
（帰投中）

海外での各種試験

遠洋練習航海

多国間共同訓練

動的防衛力の構築
（我が国周辺海域）

動的防衛力の構築
（海外）

海上自衛隊の新体制及び新中期防における事業について
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第２航空団

第７航空団

第６航空団

第８航空団

第５航空団

第８３航空隊

第３航空団

（千歳）

（三沢）

（百里）

（小松）

（新田原）

（築城）

（那覇）

戦闘航空団

航空総隊司令部
（府中）

航空総隊司令部

Ｆ－４ＥＪ改

Ｆ－４ＥＪ改

○ Ｆ－４戦闘機については、運用開始から約４０年以上経過

⇒ 平成２０年代後半より減勢し、所要機数を割り込む見込

み

○ 我が国の防空等の任務を適切に実施するため、新中期防

においてＦ－４戦闘機の後継機として、新戦闘機

１２機の整備を計画

※戦闘機の数 １６大綱：２６０機→新大綱：２６０機

Ｆ－２２ Ｒａｆａｌｅ

ＦＡ－１８Ｅ／Ｆ Ｆ－３５ Ｔｙｐｈｏｏｎ

Ｆ－Ｘ調査対象機種

概 要

Ｆ－１５ＦＸ

「現有の戦闘機（Ｆ－４）の後継機として、新たな戦闘機を整備」

Ｆ－１５

戦闘機部隊の配置

（平成２１年度末）

Ｆ－４ Ｆ－２

中期防の記述

航空自衛隊の新体制及び新中期防における事業について①（戦闘機）

戦闘航空団

航空総隊司令部
（府中）

Ｆ－ ４ ： ２個飛行隊

Ｆ－ ２ ： ３個飛行隊

Ｆ－１５ ： ７個飛行隊
※１個飛行隊：約２０機
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シンガポール

約4,000km

約1,700km

C-130

C-1

新輸送機
約6,500km

ホノルル

ジャカルタ

デリー

イスラマバード

シンガポール

約4,000km

約1,700km

C-130

C-1

新輸送機
約6,500km

ホノルル

ジャカルタ

デリー

イスラマバード

○ Ｃ－１輸送機については、運用開始から約４０年以上経過

⇒ 平成２０年代後半より減勢し、所要機数を割り込む見込

み

○ 戦術輸送能力を強化し、国際平和協力活動に積極的に取

組むため、新中期防において、新輸送機１０機の

整備を計画

Ｃ－１ 新輸送機

外観

全 長 約 ４２m 約 ４４m

全 幅 約 ２９m 約 ４４m

全 高 約 １０m 約 １４m

貨物搭載量 約 ８ｔ 約 ３０ｔ

航続距離 約1,700 ㎞（2.6ｔ搭載時） 約6,500 ㎞（12ｔ搭載時）

「現有の輸送機（Ｃ－１）の後継機として、新たな輸送機を整備」

最大貨物搭載量比較

Ｃ－１ Ｃ－１３０Ｈ 新輸送機

約３０トン

約８トン

約２０トン

中期防の記述

概 要

機体諸元の比較

空自輸送機の行動可能距離

航空自衛隊の新体制及び新中期防における事業について②（新輸送機）
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弾道ミサイル攻撃への対処体制の強化に向け、引き続き、イージス・システム搭載護衛艦及び地対空誘導弾ペトリオットの能力
向上等を行う。弾道ミサイル防衛用能力向上型迎撃ミサイルに関する日米共同開発を引き続き推進するとともに、その生産・配
備段階への移行について検討の上、必要な措置を講ずる。

１個高射隊のＰＡＣ－３化改
修（２３年度予算案）

ＰＡＣ－３部隊の
再配置

＋

「こんごう」型 ４隻 「あたご」型 ２隻

千歳

三沢

入間

岐阜春日

那覇

第５高射群（沖縄）の１個高射隊を新たにＰＡＣ－３化改修するとと
もに、既存のＰＡＣ－３部隊の再配置によって全ての高射群にＰＡＣ
－３を配備。

現有の「こんごう」型イ－ジス艦に加え、新たに「あたご」型イ－ジス艦
２隻にＢＭＤ能力を付与し、弾道ミサイル対処体制を強化。

将来的な脅威への対応を念頭に、
弾道ミサイル対処能力を向上させ
るため、イ－ジス艦に搭載するＢＭ
Ｄ用能力向上型迎撃ミサイル（ＳＭ
－３ＢｌｏｃｋⅡＡ）の日米共同開発を
引き続き推進。

中期防の記述

これらの取組を通じ、迅速な機動展開能力と常時継続的な待機態勢の向上が可能となる。

弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）への対応について

地対空誘導弾ペトリオット（ＰＡＣ－３） イージス・システム搭載護衛艦

ＢＭＤ用能力向上型迎撃ミサイル（日米共同開発）
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西

尾

西
尾

災害派遣等における現場状況
の迅速な把握と的確な指揮命
令

弾道ミサイル防衛や警戒監視、
各種事態における迅速な情報
伝達と的確な指揮命令

国際平和協力活動等における現
地状況の迅速な把握と的確な指
揮命令

西
尾

西
尾

3機中2機が平成27年に設
計寿命

防衛分野での宇宙利用の促進にも資する高機能なＸバンド衛星通信網の構築について

○ 運用中の衛星のうち2機が平成27年に設計寿命を迎えることを踏まえ、後継機の衛星事業では、
官側が、衛星通信の核である高機能な通信ミッション機器の製造に設計段階から関与して、企業側
の事業リスクやコストを抑制しつつ、衛星プロジェクトの重要な部分を官側が管理する事業スキー
ムを構築。

○ さらに、次期通常国会で衛星事業も対象とした改正PFI（Private Finance Initiative）法が提
出予定であることを踏まえ、衛星の製造から寿命に至る全ての業務を一つの企業が包括的に行う長
期契約（PFI事業契約）を締結し、民間資金や経営能力等を活用した事業スキームの構築を追求。
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 第一線部隊等に若年隊員を優先的に充当

 第一線部隊等以外の職務に中高齢の隊員を活用し、最適化された処遇を適用

 処遇最適化による捻出財源を活かし所要の実員を確保

後方任用制度の導入

 部外委託等により業務の質を向上しつつ、業務の合理化・効率化を推進

 部外委託等により人員の一層の合理化を推進し、第一線部隊等に必要な人員を確保

後方業務の合理化

 各自衛隊の特性に応じた任務と体力、経験、技能等のバランスを留意

 幹部及び准曹の構成比率を引き下げ、士（一般に若年かつ低人件費）を増勢

 自衛官の階級別定数管理を確立し人員を体系的に管理

 退職自衛官の再就職援護、礼遇等の施策と一体的に早期退職制度を検討、導入

階級・年齢構成の是正

人
的
資
源
の
効
果
的
活
用

精
強
性
の
向
上

人事制度改革と後方業務の合理化
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○ 第一線部隊等には若年隊員を優先的に充当し、精強性を向上。

⇒ 第一線以外（機関、業務隊等）については中高齢層等を有効活用。

○ 第一線以外の職務について、負荷や責務、勤務形態を勘案し、最適化された処遇を適用。

（新たな俸給体系を導入）

⇒ 捻出財源により任期制士の補充を促進し、充足を向上（精強性の一層の向上にも寄与）。

○ 有事や災害派遣等の際には第一線の戦力組成に組み込み。

⇒ 限られた人件費の中でトータルの戦力を維持（新たなニーズにも効果的に対応）。

第一線
部隊等

第一線
部隊等 機関等

処遇の柔軟化による財源

充

足機関等

処

遇

員 数 充足向上

人件費

（未
充
足
）

（未
充
足
）

※ 新たな枠組みにおいては、広域異動の免除、６０歳定年等を考慮。

○ 第一線以外に後方任用制度を導入し、第一線部隊等への任期制士の補充を促進。
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65

年齢

人数

士

曹

准尉

尉官

佐官

将

低 い 年 齢 高 い

※ 21年9月現在

定 員 定員比率 現 員 現員比率

幹 部 ４５，０５６ １８．１％ ４１．７８５ １８．３％

准・曹 １４３，６０６ ５７．８％ １４１，９６８ ６２．０％

士 ５９，６４１ ２４．０％ ４４，７８３ １９．６％

計 ２４８，３０３ １００％ ２２８．５３６ １００％

○ 動的防衛力の発揮には、士に未充足が集中した人的構成の是正が不可欠。

○ 人的構成が高齢化・高階級化し、人件費の比率が高い防衛予算の構造。

⇒ 人事制度の抜本的な見直しにより、 、 。

(単位：人）

人件費を抑制・効率化精強性を一層向上

自衛官の階級構成

自衛官の年齢構成

防衛関係費の内訳（Ｈ２２年度）

人件・糧食費

一般物件費

歳出化経費

20,850
(44.5%)

16,750
(35.8%)

9,225
(19.7%)

(単位：億円）

参考資料

－人件・糧食費の自然増－
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20,952

20,998

21,256

21,216
21,197

20,850
20,850

21,000

21,150

21,300

２２’ ２３’ ２４’ ２５’ ２６’ ２７’

注１：中期防期間中の子ども手当は@13,000円で積算
注２：自衛官定年退職者発生見積は平成22年2月1日現在の見積

（単位：億円）

22年度予算の

5倍

104,252億円

2500

3000

3500

4000

4500

5000

5500

6000

21 ' 22 ' 23 ' 24 ' 25 ' 26 ' 27 '

平成23年度以降の自衛官定年退職者発生見積
（単位：人）

（年度）

増▲減額

1,368億円増

23～27年度の

5ヶ年分

105,620億円

２３中期防期間

参考資料

－人件・糧食費の自然増－
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○平和貢献・国際協力活動における防衛装備品の活用機会が増加。

① 日米物品役務相互提供協定下で行われる武器部品等の米軍への提供 （平成８年、平成１０年、平成１６年）
② 人道的な対人地雷除去活動に必要な貨物等の輸出 （平成９年）
③ 中国遺棄化学兵器処理事業の実施に伴い必要な装備品の輸出 （平成１２年）
④ テロ対策特別措置法に基づく武器等の輸出 （平成１３年）
⑤ イラク人道復興支援特別措置法に基づく武器等の輸出 （平成１５年）
⑥ ＯＤＡによるインドネシアへの巡視船艇の輸出 （平成１８年）
⑦ 補給支援特措法に基づく武器等の輸出 （平成１９年）
⑧ 海賊対処法等に基づく武器等の輸出 （平成２１年）
⑨ 日豪物品役務相互提供協定下で行われる武器部品等の豪軍への提供（平成２２年）

武器輸出三原則等の例外を認めるため発出された内閣官房長官談話（平和貢献、国際協力分野）

○自衛隊がＰＫＯ等に携行した重機等について現地から寄贈を要請されたり、海賊対策に日本の巡視艇の
供与を求められるケースがある。

ＰＫＯ等に活用した重機等の寄贈要請

仕様によっては重機も武器に該当
する場合あり

供 与

（例）ＰＫＯ等で被災国等へ携行される
自衛隊の重機等

被災国
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防衛装備品をめぐる国際環境の変化（平和貢献、国際協力）



○国際共同開発の具体例

装備品 開発開始時期 参加国

通信システム（MIDS） 1994年 米国・フランス・ドイツ・イタリア・スペイン

改良型短距離艦対空誘導弾（ESSM） 1995年 米国・ドイツ・スペイン・オーストラリア等１０ヵ国

戦闘機（F-35） 2000年 米国・イギリス・オランダ・イタリア等９ヵ国

無人機（ユーロ・ホーク） 2005年 米国・ドイツ

○米国が参加する共同開発も米国の同盟国が複数参加する流れ。

○防衛装備品における技術の高度化、高価格化が進む中、自国のみで全ての防衛装備品の開発を進め
ることは難しく、国際共同開発・生産が先進諸国で拡大。

防衛装備品をめぐる国際環境の変化（国際共同開発・生産）
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安全保障上の重要性や国内産業の競争力強化の観点から国内に保持すべき重要な防衛生産・技術基盤を特定し、その分野の維持・育
成に注力する「選択と集中」という考え方に基づき、必要とされる防衛生産・技術基盤のあるべき方向性を示すことを目的に策定。

厳しい財政事情、高価格化する装備品単価、増加する整備維持経費など、装備品取得をめぐる現状や、存立の岐
路に立つ防衛生産・技術基盤の実態を踏まえ、①防衛生産・技術基盤の維持・育成するための取組みを行ないつ
つ、②調達制度や装備品等の維持・整備のあり方の見直しを行うことが必要。また、③防衛装備品をめぐる国際的な環
境変化に対する方策の検討

１．防衛生産・技術基盤の維持・育成

○防衛生産・技術基盤に関する戦略

○効果的かつ効率的な装備品等の取得

２．効果的かつ効率的な装備品等の取得の推進

○新たな契約方式（PBL：Performance Based Logistics）の導入

調達価格の管理に係る手法（コスト・マネジメント）の確立、具体的には設定した目標コストを達成するためにプロジェクトの内容、期間、コ
ストの総合的管理及び短期集中調達・一括調達等の実施。

PBLとは、装備品等の補給・維持に係る業務などを、複数年度にわたる契約の下、企業に可動率等の保証を義務付ける契約。企業側は
長期安定的に業務を受注する中で部品調達などの創意工夫を自らが行ないコスト削減等が可能。防衛省側はコスト削減と高い可動率等
の実現が可能。

○防衛関係企業が企業経営を行なう上での予見可能性を高め、防衛装備品の生産に関し収益リスクの抑制、

長期的視点からの投資、研究開発、人材育成等に寄与。

取 得 改 革

３．防衛装備品をめぐる国際的な環境変化に対する方策の検討

平和への貢献や国際的な協力において、自衛隊が携行する重機等の装備品の活用や被災国等への装備品の供与を通じて、より効果的
な協力ができる機会が増加している。また、国際共同開発・生産に参加することで、装備品の高性能化を実現しつつ、コストの高騰に対応
することが先進諸国で主流になっている。このような大きな変化に対応するための方策について検討する。。
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4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

15,000

正面装備品等契約額 （億円） 装備品等の整備維持経費（億円）

正面装備品契約額・装備品等の整備維持経費（億円）

平成元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２
0

（年度）

逆転

平成元年

平成22年

正面装備品等契約額 装備品等の整備維持経費

↓33％減 ↓ 80％増

１兆207 億円

6,837億円

4,400 億円

7,923億円

参考資料

－装備品の整備維持経費の増加－
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１．戦車の例
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49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

７４式戦車 ９０式戦車 １０式戦車

平成２０年代以降減勢の見込
（昭和５５年度から平成元年度までの間、７４戦車計６００両を整備）

① 整備状況

② 単価 ７４式戦車
＠４億円

（平成元年度予算）

９０式戦車
＠８億円

（平成２１年度予算）

１０式戦車
＠１０億円

（平成２２年度予算）

（単位：両）

※「＠」は平均単価である。

○昭和５０年代以降に整備した装備品が、大量に減勢する時期が到来（装備品の『団塊の世代』問題）

○それに加え、新たな装備品は機能向上等により、高価格化が進展

（年度予算）

参考資料

－装備品の大量減耗と単価増－
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３．戦闘機の例
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44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

平成２０年代以降減勢の見込
（昭和４６年度から５２年度までの間、Ｆ－４計１０６機を整備）

① 整備状況

② 単価 Ｆ－４
＠３８億円

（昭和５２年度予算）
※＠単価は平均単価である。

Ｆ－１５
＠１２２億円

（平成８年度予算）

Ｆ－４ Ｆ－１５
Ｆ－２

Ｆ－２
＠１３２億円

（平成１９年度予算）

（単位：機）

２．汎用護衛艦（ＤＤ）の例

② 単価 はつゆき型
＠３７５億円

（昭和５７年度予算）

むらさめ型
＠６３０億円

（平成９年度予算）

たかなみ型
６４３億円

（平成１３年度予算）
※「＠」は平均単価である。

あさぎり型
４３３億円

（昭和６１年度予算）

１９ＤＤ型
＠７２８億円

（平成２１年度予算）

0
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4.5
5

52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

はつゆき型護衛艦

あさぎり型護衛艦 １９ＤＤ型護衛艦

平成２０年代以降減勢の見込
（昭和５２年度から５８年度までの間、ＤＤ計１４隻を整備）

① 整備状況
むらさめ型護衛艦 たかなみ型護衛艦

（単位：隻）

は、その他の護衛艦（ＤＥ、ＤＤＨ、ＤＤＧ）

（年度予算）

H元年度はＤＥ2隻
H2、3、5、14、15年度はＤＤＧ
H16,、18年度はＤＤＨ

S52、54、55年度はＤＥ
S56、58年度はＤＤＧ
S61、62年度はＤＥ各２隻
S63年度はＤＤＧ

（年度予算）

参考資料

－装備品の大量減耗と単価増（つづき）－
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国としての統合的かつ
戦略的な取組

平素からの関係機関の連携、事態に際しての適切な意思決定のため、法的側面を含め必要な対応を検討

安全保障に関する内閣の組織・体制等を検証し、政策調整と総理への助言等を行う組織を官邸に設置

国連平和維持活動の実態を踏まえ、ＰＫＯ参加五原則等我が国の参加の在り方を検討

地域の不測事態に対する米軍の抑止・対処力の強化を目指し、日米協力の充実を図るための措置を検討

大綱・中期防で示された安全保障と防衛力の在り方に係る検討項目

日米同盟

防衛装備品 防衛装備品をめぐる国際的な環境変化（平和貢献・国際協力、国際共同開発・生産）に対する方策を検討

45

○ 自衛隊の一体的な運用の実効性を高めるため、統合的な観点から指揮管理や横断的機能の警戒監視、

輸送、情報通信、衛生、高射等の機能について検討。

１ 統合による機能強化・部隊等の在り方の検討

○ 自衛隊の現有能力を把握し、横断的な視点で効果的に資源配分をなしうるような事業・予算配分、後方業

務や情報ネットワーク等の一元化・最適化のための仕組みの構築を検討。

２ 横断的な視点による資源配分の一元化・最適化の検討

○ 精強性を向上させるため、自衛官の階級別定数管理を確立し、士の増勢など各自衛隊の特性に応じた階

級・年齢構成の見直し、新たな任用制度や各階層の活性化のための施策、早期退職制度、募集・再就職援

護に関する施策等の検討。

３ 人的基盤に関する抜本的な制度改革の推進

○ 防衛生産・技術基盤の戦略策定、装備品をめぐる国際的な環境変化に対する方策の検討、装備取得に関

する契約制度、維持整備方式の改善等の総合取得改革の推進。

４ 総合取得改革の推進



新たに決定された「防衛計画の大綱」、「中期防衛力整備計
画」において、動的防衛力の構築に向け、統合的・横断的な観点
から、前例にとらわれることなく、自衛隊全体にわたる装備、人
員、編成、配置等の抜本的な効率化・合理化を図り、真に必要な
機能に資源を選択的に集中して、防衛力の構造的な改革を行い、
防衛力の実効性を向上する。（２２．１２．２７ 大臣指示）

大綱・中期防で示された動的防衛力の構築に向けた
防衛力の構造的な改革への取り組みについて

46

当面の今後の検討のスケジュール

・ 抽出された具体的論点のうち、早期の対処が可能な短期的課題については、制度
改正や業務プロセスの見直しといった改善措置を６月までに講ずるなどして、一定
の結論を得るとともに、予算措置が必要なものは２４年度予算要求に反映。

・ その他の中長期的な論点についても、改善に向けて検討の深化を図るアクション
プラン（ロードマップ）を策定し、問題の解決に向けて継続的な取組みを実施。
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策

防衛省における防衛力の実効性向上のための構造改革の推進の枠組み

防衛大臣

防衛力の実効性向上のための構造改革推進委員会
委員長：副大臣

副委員長：大臣政務官、委員長補佐：大臣補佐官

総合取得改
革の推進
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内局、各幕において相互連携し、検討を実施

横断的な資源配分の
一元化・最適化の検
討

統合による機能強化・部
隊等の在り方検討

総合取得改革推進
プロジェクトチーム

チーム長：副大臣

総合取得改革推進委員会

委員長：防衛大臣
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等

人的基盤に関する
改革委員会
委員長：副大臣

※防衛省改革において検討が進められている事項については、当該検討と十分に連携し改革を推進するものとする。

正：広田政務官

副：西元補佐官

正：松本政務官

副：及川補佐官

正：松本政務官

副：及川補佐官
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正：広田政務官

副：西元補佐官
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